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（１）はじめに
　20 世紀の幕開けとともに報知新聞（当時）で掲載され
た『二十世紀の豫言』を出発点として、当機構においても
未来のクルマや道路の役割についての検討を行うこととし
た。
　『二十世紀の豫言』を描いたのは、どのような人物だっ
たのだろうか。予言的なものに限らず、未来を描いた文献
は数限りなくあるが、未来が訪れない限り描いた未来が実
現したかどうかは計ることはできない。それゆえに、未来
を予測するも、その未来を見ることなくこの世を去ってし
まった人もいるであろう。いったい、先人たちはどのよう
に未来を予言・予測してきたのか。これらをひも解きなが
ら、道路を取りまく 50 年後、100 年後の未来に関する考
察を深めることとした。

（２）報知新聞における未来予測
　『二十世紀の豫言』は、「報知新聞」が 1901（明治 34）
年 1月 2日と 3日の 2日にわたって同紙紙面に掲載した未
来予測記事の題名である。記事では、電気通信、運輸、軍
事、医療、防災などの 23 項目について、20 世紀に実現す
るであろう科学技術の内容を予測している。
　なお、文部科学省が発行した 2005（平成 17）年度版の
「科学技術白書」では、23 項目すべてについて予測が的中
しているか否かを検証し、12 項目が実現、5項目が一部実
現、6項目が未実現と評価している。

①『二十世紀の豫言』を描いた人物とは
　『二十世紀の豫言』はどのような人物の手によって描か
れたのだろうか。文献調査からは、1863（文久 3）年愛知
県豊橋市で生まれた『村井（むらい）弦（げん）斎（さい）
（本名・寛（ひろし））』という名があげられている。彼は、
11 歳でロシア語を学び始め、東京外国語大学に入学する

も、体を壊してしまったために退学を余儀なくされる。し
かしながら、独学で政治・経済・社会・文学などを学び、
自身の知識を発表する場を探して、新聞や懸賞の論文に応
募した。ある英字新聞の懸賞に入選し、1884（明治 18）
年にアメリカ旅行の懸賞を手にすることとなる。渡米した
彼は、皿洗いやロシア人家庭の家庭教師（ロシア人宅へホ
ームステイという文献もあり）、タバコ工場のアルバイト
（行商という文献もあり）などして英語を学び、1887（明
治 21）年に帰国、翌年に郵便報知に就職した。就職後、
少年文学、評論、旅行記、劇評、歴私小説など幅広い分野
の小説を書き、1894（明治 27）年報知新聞の編集長にな
ったと言われている。

図 1　明治 34 年 1 月 2 日の紙面

図 2　明治 34 年 1 月 3 日の紙面
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②『二十世紀の豫言』に登場する小説家「ジュール、
ベハス」について

　『二十世紀の豫言』には、「ジュール、ベハス」という人
物名の記述があり、フランスの小説家であるジュール・ヴ
ェルヌのことであろうと推察できる。ヴェルヌは、しばし
ば SFの父とよばれることもあるが、小説家としての初め
ての作品は、1863 年に出版された長編冒険小説「気球に
乗って二週間」であった。わが国で人気のある作品は、同
じく冒険小説である、1870 年「海底二万里」、1872 年の
「八十日間世界一周」、1888 年の「十五少年漂流記（二年
間の休暇）」であろう。そして、SF冒険小説では、1865
年に『月（げつ）世界旅行』が出版され、人間の入った砲
弾を月に打ち込むという物語を描いている。
　また、驚くべきことにジュール・ヴェルヌは、これらの
作品を書く以前の 1863 年に、多くの未来の予言とも受け
取れる「20 世紀のパリ」という小説を書いていた。この
作品は編集者に出版を断られ、当時、世に出すことは叶わ
なかった。しかしながら、約 130 年後の 1989 年に、ヴェ
ルヌの曾孫の手によって金庫の中から発見されたのである。
ヴェルヌの息子の作成した未発表リストの中に作品名は載
っているものの、見つからなかった作品であったため、
1994 年に出版されると大ベストセラーになったという。
この小説は、予言的要素が含まれており、物語は 100 年後
の 1960 年の時代設定がされ、ガソリンエンジンで走る車、
アスファルトのハイウェイ、磁力で走る列車、地下鉄、フ
ァックス、インターネットのようなものが描かれている。
1960 年は、われわれにとっては、通過してきた過去にあ
たるが、ヴェルヌにとってははるか 100 年先の科学技術の
進展を示唆していたのである。知っての通り、19 世紀半
ばのパリは、馬車が行き交い、街の照明はガス灯で電気が
まだ普及していない世の中であった。そして、自動車に欠
かせないガソリンエンジンは、1886 年に特許が認められ
実用化され、自動車の大衆化の象徴であるT型フォード
の登場は 1908 年のことである。このことから、ヴェルヌ
の描いた未来はピシャリと当たったことになる。ヴェルヌ
は、技術者でもなければ科学者でもない。しかしながら、
正確な予言を物語の中に描くことができたのはなぜなのか。
それは、日ごろから科学雑誌を読みあさり、当時の一流の
科学者や発明家と話し、科学技術の第一人者に聞き込みを
して着想を得て、このような人々の研究をもとに執筆して
いたといわれている。それでだけではなく、類い稀なる想
像力と先見性を持ち合わせていたものと推察できるが…。

（３）現在における未来予測
　過去から現代まで、未来予測として捉えることのできる
文献は数えきれないほどあるだろう。その多くが、SF小
説家、歴史家などの手によって描かれたものではないだろ
うか。このような中、物理学者の手によって科学的視点よ
り未来の世界を描いた書籍がある。その物理学者の名は「ミ
チオ・カク」といい、ヴェルヌと同じように科学者の研究
室等に赴き、新発見の最前線にいる科学者 300 人以上への
インタビュー、議論を行い、2012（平成 24）年 9月に、「2100
年の科学ライフ」という著書が出版された。著書の中では、
科学の礎となる自然法則をもとに、それに矛盾しないかぎ
りの未来を描いている。
　ミチオ・カクの描く 2100 年の科学ライフの中の未来の
クルマは、エネルギーの未来というタイトルが付けられた
第 5章の、現在から 2030 年までの期間の未来において、
電気自動車の話題が出ている。この期間に、ガソリンから
電気自動車や水素自動車への移行を示唆しながらも、どち
らのエネルギーも製造過程では化石燃料をエネルギー源と
していることから、石炭火力発電所を全く新しい形のエネ
ルギー源で置き換える必要があると述べている。
　また、同章の 2070 年から 2100 年の遠い未来では、磁力
で走る車が取り上げられている。常温超伝導体を発見する
ことができれば、ほかのエネルギーを投入しなくても、自
動車を地面から浮遊させられる超電導磁石を生み出せるこ
とを示唆している。道路はアスファルトではなく、超伝導
体でできており、クルマは永久磁石を搭載しているか、ク
ルマ自体が持つ超伝導体で磁場を作り出すというものであ
る。車体は浮いているので、動かすには圧縮空気さえあれ
ば十分で、一度動き出せば、道路が平坦であればほぼ永久
に惰性で走り続けることができるという。ただし、空気抵
抗だけがクルマの障害となりうるが、電気式のエンジンか
圧縮空気のジェットがあればそれもクリアできるとしてい
る。

（４）学識経験者・研究者等からのヒアリングにつ
いて

　未来は予測できないものであるが故に、ジュール・ヴェ
ルヌのように、また、ミチオ・カクのように、最先端の研
究をしている科学者などからのヒアリングをし、多くの人
の知恵を得ることが重要であると考える。そこで、当機構
における自主研究においても、未来の道路や役割を研究す
るにあたり、多角的な示唆を享受するためにヒアリングを
実施した。
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（概要）
●日本総合研究所

●野村総合研究所

●三菱総合研究所

●川本正一郎氏

●ジァン ドゥーソッブ氏

●寺脇研氏

（５）ヒアリングからの示唆について
　多様な分野の専門家より、未来に関する示唆をいただい
たところであるが、未来については、その時が訪れない限
り、正しかったかどうかの判断はできない。100 人いれば、
100 通りの未来への思いがあるだろう。そこで、最後に、
個人として考えうる未来予測をしてみることとした。

全てのモビリティの動力はクリーンエネルギーとなるた
め、ガソリンエンジンを動力とする自動車の排ガスに含ま
れる一酸化炭素（CO）や窒素酸化物（NOx）等の有害な物
質は発生しない。
そのため、トンネルや地下において、これまで必要であ

った換気施設が不要となる。このことから、地上は歩く人
のみが利用する空間となる。車輪のついた乗り物は、地下
の専用レーンを走行することとなり、全てがコンピュータ
ー制御された自動運転車となり、個人で所有するモビリテ
ィは存在せず、すべての乗り物はシェアすることとなる。
　この前提となる国土構造としては、コンパクトシティの
実現が不可欠であり、全ての人が居住する徒歩圏内に、モ
ビリティステーションが配置されることとなる。

歩道/公園

車道

貨物自動車
専用道

共
同
溝

地下通路など

� ビルなどの建物↓

図 3　個人的な未来予測のイメージ

（６）おわりに
　これまでの研究では、社会経済構造の変化（人口、GDP、
国土構造の変化等）や生活様式の変化に伴った、未来のク
ルマや道路の役割の変化についての考察を深めるとともに、
未来予想をしてきた先人たちの未来予測手法を参考とし、
学識経験者・研究者等からのヒアリングをしながら、未来
の国土構造に応じた道路環境等の変化や未来における移動
等に関する見識を広めてきた。しかしながら、未来の予測
には、その時が来なければ正解であったかどうかの判断は
難しい。一方で、先人たちのように、ヒアリングによって
見識を深めることは重要であることから、議論をより深め
るため中間的なとりまとめをするとともに、様々の分野の
学識経験者・研究者等へのヒアリングを実施していくこと
としている。

2
道路課金制度に関する調査研究
～国際比較からみた道路課金制度導入のため
の技術的な可能性と課題～

調査部
水野　ひろみ

（１）はじめに
　近年、諸外国では、道路の利用に応じて道路利用者に料
金を課す仕組みである道路課金制度を積極的に検討する傾
向にある。これまで諸外国の道路課金制度に対する検討状
況や導入の背景を調査し、諸外国と日本との相違点を分析
し、対応すべき事項とその有効性などを検討してきた。本
稿では、これらを踏まえ、各国の道路課金制度概要や、そ
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の導入にあたっての工夫、あるいは失敗例などを横断的に
捉えなおし、課金技術ごとの特徴や課題、方向性等を整理
するとともに、道路課金制度導入にあたっての留意点につ
いて報告する。

（２）道路課金の枠組みについて
　道路は基本的な社会インフラであることから、その整備
管理に要する費用については、各国とも租税によって賄わ
れるのが一般的であるが、一方で、有料道路料金や目的税
などの形で、道路の利用に着目した課金の仕組みも多くの
国で採られている。
　これらの課金の仕組みを大別すると、①受益者課金、②
原因者課金、③交通需要マネジメント施策としての課金と
いう３つの種類が挙げられる。
①道路の走行による利便に応じた課金（受益者課金）
　自動車の走行により消費する燃料に対して課税する自動
車燃料税という仕組みが多くの国で採り入れられてきた。
自動車燃料税は、ガソリン、軽油、LPGという自動車の
化石燃料消費に対して課される従量税であり、走行距離と
燃料消費量は概ね比例すると考えられたためである。
　しかしながら、ハイブリッド車（HV）に代表される自
動車の燃費向上や、プラグイン・ハイブリッド車（PHV）
や電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）の普及に
より、化石燃料の消費量が従来のように走行距離を表すと
は言えなくなってしまい、道路利用者における負担の公平
性が確保できなくなっている。また、自動車燃料税を重要
な道路整備・管理財源としてきた国にとっては、財政面で
も大きな課題と考えられている。
　一方、GPS に代表される測位技術や通信技術の進展等
により、車両の走行距離を直接的に把握することが行える
ようになってきた。したがって、こうした技術を活用した
新たな「走行距離課金」が米国やオランダ等で検討されて
きている。
②道路の損傷に応じた課金（原因者課金）
　大型車の通行が道路に与える影響は大きく、老朽化の要
因と指摘されている。このため、原因者負担的な考え方に
基づけば、大型車・重量車に普通車より多くの負担を求め
ることが考えられる。また、大型車は環境面でも大きな負
荷を与えることから、特に欧州においては、環境への負荷
が大型車課金の理由の一つとされることも多い。
　ただし、従来は実際に車両が走行している際の重量を測
定することは技術的に困難であったため、欧州の重量貨物
車課金においても、わが国の自動車重量税においても、原
則として車両重量または車両総重量に基づく課金が行われ

てきた。
　しかし、近年の技術革新により、車両重量自動計測装置
（Weigh In Motion：WIM）や車載型車両重量計（Onboard 
Weighing：OBW）といった技術を使って走行時の車両の
実重量と、走行距離を組み合わせることによって、実態に
則した厳密な課金が可能になると考える。
③交通需要マネジメント（TDM）施策としての課金
　交通需要マネジメント（Transportation Demand 
Management：TDM）とは、自動車の効率的利用や公共
交通機関への転換など、交通行動の変更を促して、発生交
通量の抑制や集中の平準化など、交通需要の調整を行うこ
とにより、道路交通の混雑を緩和し、環境改善などを実現
する取り組みである。
　TDM課金の一つである都市内の渋滞対策としての課金
はシンガポールや英国ロンドン等で導入されている。
　従来、課金対象エリアへの流入のチェックや、混雑状況
に応じた課金（ダイナミック・プライシング）をどのよう
に行うかについても、技術的な課題があったが、近年では
GNSS（Global Navigation Satellite System：全地球航法
衛星システム）技術の発達や、ANPR（Automatic 
Number Plate Recognition：自動ナンバープレート認識装
置）の精度向上などにより大きく進化しつつある。

（３）道路課金のために必要な情報
　道路課金の仕組みごとに、どのような課金技術が適切で
あるかを検討する前提として、それぞれの課金に必要な情
報を整理する（表１）。

表１　道路課金に必要な情報

課金の仕組み

課金に必要な情報

走
行
距
離

走
行
経
路

走
行
日

走
行
時
間
帯

車
両
重
量
※

乗
車
人
数

受益者課金 ○ △ − − − −

原因者課金 ○ △ − − ○ −

TDM 施策としての課金 − ○ ○ ○ − △

○：必須　△：課金方法や課金内容によって必要
※車両総重量または積載重量を含む車両実重量

（４）道路に関する課金技術の特徴と応用
　世界各国では ITS 技術を利用した様々な道路課金が導
入されている。これらの課金技術は課金を行うタイミング
によって、以下の①から③の３つの方式に分類される（表
２）。
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　また、導入されている課金技術とは別に、走行している
車両重量を計測する方法についても④に整理する。
①走行距離を把握して、距離に応じて課金する方式
　車両の走行距離に応じて課金する方式であり、車両の走
行距離として走行距離計の計測値を使用するものと、自動
車に搭載される運行記録用計器であるデジタル・タコグラ
フを使用するものがある。前者は米国において社会実験が
行われており、後者はスイスの重量貨物車課金で導入され
ている。
②チェックポイントの通過を把握して課金する方式
　車両が路側機を通過する際に電波や赤外線によって車載
器と路側機が通信を行う、あるいは、路側に設置したカメ
ラで車両のナンバープレートを撮影する、といった路側に
設置されたチェックポイントを通過する際に課金を行う方
式である。
a）路側機と車載器を使用する方式
　DSRCや RFID のような電波を使用した通信、赤外線通
信がこれに該当する。この方式は、車両が路側機を通過す
るタイミングで日時を把握し、路側機間の距離により走行
距離を把握することが可能である。確実に課金を行える一
方、課金対象となる道路には路側機器等の設置が必要とな
り、インフラコストが増大することが懸念される。また、
用地の確保や景観面からも課題が多い。
b）カメラを使用する方式
　路側に設置したカメラで車両を撮影し、自動ナンバープ
レート認識装置（ANPR）により車両を特定し、課金を行
う方式である。ANPR技術はその汎用性の高さから道路
課金以外にも、交通規制や、交通違反の取締り、警察の警

戒網など、様々な交通システムに利用されている。
　カメラを使用した道路課金は、走行している車両のナン
バープレートを撮影し、読み取るため、料金所も車載器も
不要であることから、導入の初期費用を抑えることが可能
である。
③走行経路を把握して課金する方式
　GNSS 技術を用いた自律型道路課金システムにより車両
の位置を判断し、走行距離に応じて課金する方式である。
GNSS をベースとした道路課金システムでは、車載器が単
独で車両位置や走行経路を特定し、課金対象道路への進入
を検知し、課金の要否判断を行うことができる。そのため、
車載器のみで課金を行うことができ、不正防止目的のカメ
ラ装置等を除き路側機器が不要である。また、走行距離に
応じたきめ細やかな課金額の設定や、その設定変更が容易
にできる利点があることから、渋滞緩和や燃料税に代わる
道路課金の徴収手段として注目を集めている。
④走行時の車両重量を計測する方式
　欧州で導入されている重量貨物車課金は、走行時の車両
重量を計測せず、車両総重量や排出ガス基準に基づいて課
金されている。貨物車が空荷の場合でも満載の場合でも同
じ金額が課金されることになり、厳密には道路に与える損
傷の対価とはなっていない。そこで、走行時における車両
の実重量を計測し、実重量と走行距離に応じた課金を行う
ことで、道路に与える損傷の対価とすることができるので
はないかと考える。
　走行する車両の重量を計測する方法としては、車両重量
自動計測装置（WIM）と車載型車両重量計（OBW）がある。

表２　道路に関する課金技術一覧（車両重量の計測技術は除く）

課金
方式

走行距離の把握
チェックポイントの通過を把握

走行経路の把握
路側機と車載器を使用 カメラを使用

走行距離計
デジタル・
タコグラフ

DSRC RFID 赤外線 ANPR GNSS

利用例
対距離課金の社会
実験

重量貨物車課金
有料道路課金
都市内渋滞課金
重量貨物車課金

有料道路課金 有料道路課金
都市内課金
有料道路課金

重量貨物車課金

メリット 全車両に装備
搭載義務大型車に
装備

通信範囲が広域
高速・大容量の情
報授受が可能

車載器が安価で電
源不要
維持管理が容易

部品コストが安価
消費電力少ない
通信範囲が狭い分
セキュリティを確保

車載器不要
初期費用が安い

走行経路の把握
柔軟な料金設定
拡張性が高い

デメリット

装着タイヤの種類や
空気圧により走行距
離との誤差が出る可
能性

搭載車は限定的 運用コストが高い
電波の届く範囲が
狭い

遮蔽物があると通
信できない

ナンバープレート
が撮影されること
への利用者の抵抗
感

運用コストが高い
移動情報が把握さ
れることへの利用
者の抵抗感

導入国 米国 スイス
日本、韓国、シンガ
ポール、オーストリ
ア、チェコ等

マ レ ー シ ア、イ ン
ド、ベトナム

マレーシア、韓国、
ベトナム

英国（ロンドン）、ス
ウェーデン（ストッ
クホルム）

ド イ ツ、ス ロ バ キ
ア、ベルギー
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a）車両重量自動計測装置（WIM）
　WIMは、路面に設置した軸重計で車両の各車軸を計測
し、その総和として総重量を決定する装置である。車両は
停止する必要がなく、走行している状態で車両重量を測る
技術である。
b）車載型車両重量計（OBW）
　OBWは車両に積載量を測定できる装置を搭載させるこ
とにより、過積載を取り締まるシステムである。最新の
OBWは積載量の測定だけでなく、位置情報なども提供で
きるようになっている。

（５）道路課金導入のための工夫
　諸外国の道路課金制度は導入にあたって、様々な課題が
あり、それらに対処するための工夫を行っている。このよ
うな課題や工夫を横断的に捉えなおし、導入に至らなかっ
た事例に鑑みつつ、わが国への道路課金制度導入にあたっ
ての留意点について整理する。
①プライバシー懸念の払拭や軽減
　道路課金において、移動情報が行政機関等に把握される
ことによるプライバシーへの懸念が、導入の障害となる場
合が想定される。
a）スイス　デジタル・タコグラフ
　課金対象区間を国内全道路とすることで、課金のための
車載器をデジタル・タコグラフの活用が可能となり、課金の
対象である重量貨物車のルートの詳細までは把握されない。
b）ドイツ　主体対象は法人かつ移動情報は車載器内処理
　道路判別に必要となる走行情報について車載器側に詳細
な地図や位置判別システムを内装し、車載器内で課金額を
算出し、センターシステムへ転送し累計することで、車両
の移動情報が第三者に渡ることがなく、プライバシー保護
の観点では優れているといえる。
c）米国　利用者による選択
　走行情報を含めるかどうかを、利用者が選択できるよう
に複数の課金方法を用意することで、利用者の受容性を高
めることができる。
d）スウェーデン　ストックホルム　利用情報のルール化
　カメラは犯罪防止を目的として多数設置されていること
から、プライバシーの議論は少ないが、課金による情報の
利用をルール化することで利用者は了承している。
②既存の税、課金との調整
　車に係る先行税（自動車税や燃料税など）があり、新た
な制度を導入しようとすれば、利用者にとっては新たな負
担が発生することから、利用者の強い反発が生じる場合が
ある。

a）ベルギー、ドイツ　ビニエットからの置き換え
　ドイツ、ベルギー等 2016 年時点で走行距離課金を実施
している国は、いずれも前段階にビニエットを実施してい
る。ビニエットによって国民が課金になじんだ後に、対距
離課金を導入するという段階的な実施など合意形成のため
の工夫を行っている。
b）ドイツ　道路運送業界向けの課税緩和
　自動車税の軽減や低排出ガス車両に対する負担軽減など
の措置が検討され、重量貨物車両に対する自動車税はEU
の最低許可レートへと引き下げが行われた。
c）オランダ　自動車保有税からの置き換え
　オランダが計画していた道路課金制度は、車の取得・所
有と燃料の購入にかかる税を財源とする制度を全面的に改
め、これらの税を廃止する代わりに、全車両・全道路を対
象に、道路を利用した距離や時間帯に応じて、車の種類別
に課金する制度であった。
d）（参考）フランス　既存税の上乗せ
　既存の税金はそのままに、課金分を上乗せするかたちで
課税を予定していたが、道路課金の導入が頓挫している。
既存税への上乗せが頓挫の理由の 1つと考えられている。
③導入コストのゼロ負担や最小化
　新たな課金運用のために必要となる機器設置や導入費用
負担が個人や企業に生じると、導入の障害となる場合が想
定される。
　また、運用コスト自体が高額であると利用者の理解が得
にくい場合がある。
a）シンガポール　車載器の国負担
　シンガポールではビニエット方式から電子式の課金方式
に更新する時に、システム運用の委託先に対して全車への
搭載を事業として内包し、当該受託者が無償で設置するこ
とで既存車両保有車の負担なく、かつ悉皆での搭載を可能
とした。
b）英国　ロンドン　ナンバープレート読取を実施
　ロンドンの都心においては過去にテロ被害などがあった
ことにより、都心部に向かう道路においてナンバープレー
ト読取のカメラが先行して設置されており、それらも含め
て活用することで車保有者の機器負担なく導入を可能にし
ている。
c）ドイツ　道路運送業界向けの補助金
　2005 年に、総額 6億ユーロの補助金を設定し、排気量
の少ない低公害型車両の購入に対する補助金、安全性を高
めるための車両整備の補助金、職員の安全研修のための補
助金等、トラック運送・物流企業への資金的インセンティ
ブが設定され、負担軽減となっている。
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d）フランス　運送委託側への支払義務の設定
　重量貨物車課金導入により、フランス国内の貨物交通 1
トンあたりのコストが 2.9％上昇すると予想されていた。
導入に伴い、輸送事業者は料金負担の増額分を一定の割合
で転嫁することが法的にできるようになっていた。
e）欧州複数国　ビニエット方式による課金
　EU成立によって、域内の自由走行が可能になり、経済
の一体化が進んでくると、特に重量貨物車の通過交通が増
加してきた。これらのトラックは道路が無料の国では、燃
料を購入しない限り道路の整備費用を負担しないことから、
不公平であるとの議論がなされた。このため、ドイツ、オ
ランダ、ベルギー、ルクセンブルク、スウェーデンおよび
デンマークは、1995 年から重量貨物車に対して各国共通
のビニエット方式による課金を実施している。ビニエット
方式は単純で運営コストが安いという利点があり、比較的
早くから導入している国が多い。
　なお、ドイツは 2005 年に、ベルギーは 2016 年に対距離
課金に移行している。
f）スイス　道路を判別しないことで運用コストを抑制
　欧州では、2006 年よりデジタル・タコグラフの装着が
義務付けられているため、これを活用し、スイスの重量貨
物車金では走行距離を取得している。GNSS 等により道路
を判別しないことで運用コストを抑制している。
g）オランダ　サーバ側が高度処理で運用コストを抑制
　オランダで計画されていた道路課金では、車載器をシ
ン・クライアント化し、実装する機能を必要最低限に抑え
る形で計画されていた。車載器には位置情報を特定し、シ
ステムセンターに送信する機能のみを持たせ、マップマッ
チングや道路利用料金の計算のすべてをシステムセンター
において処理することで、車載器の軽量化が図られるとと
もに、運用面のコスト削減も可能としている。
④その他の工夫
　上記以外にも、道路課金導入に対しての課題とそれに対
処するための工夫が行われている。道路課金を明確にする
ための一般市民への十分な説明や、課金負担を軽減するた
めの特例措置、課金導入による新たなメリットの享受、利
用者の支払い方法の多様化などが挙げられる。

3
アーバン ITSにおける路車協調システムのあ
り方について　～将来に向けた路車協調システ
ムに関する調査研究～

ITS･ 新道路創生本部
和田　岳志

（１）都市交通が抱える課題
　現在、世界の約 50％以上の人々は都市に居住し生活し
ていると言われている。都市への人口集中により、都市交
通には以下①～⑤の課題があると認識されている。
①自動車増加による道路混雑および事故増加
②排ガス増加による環境汚染
③個人所有車により都市空間が有効利用できない
④過積載車両等により道路インフラの劣化が加速
⑤高齢化によるドライバー不足
　一方、過疎になった地域においては高齢化が顕著で、公
共交通機関が廃止され、モビリティ手段の欠如が発生して
いる。
　都市交通が抱える課題解決のため、欧米ではアーバン
ITS 標準規格策定やスマートシティの導入の動きがある。
スマートシティの市場規模は 2025 年には約 3.3 兆ドルに
達するともいわれている（図１）。
　本調査研究では、アーバン ITS、スマートシティ及びこ
れらの構成要素である協調 ITS、自動運転・コネクティッ
ドビークルの動向について報告する。
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図 1 スマートシティの市場予測
（FROST & SULLIVAN の公開資料 https://tapahtumat.tekes.fi/
uploads/e5695265/Amarnath_Archana-4306.pdf を基に作成）
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（２）自動運転・コネクティッドビークルの動向
①日本の動向
a） 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP：Cross-

ministerial Strategic Innovation Promotion Program）
　2014 年～ 2019 年にかけて実施される SIP の中で自動走
行システム（SIP-adus）が対象課題の 1つとして盛り込ま
れており、官民一体となった研究開発が行われている。
2017 年 3 月には沖縄県で自動運転バスの実証実験が開始
されている。また、2017 年後半より東京臨海地区周辺、
首都高、東名、常磐道、JARI テストコースで大規模実証
実験が予定されている。
b）中山間地域における「道の駅」等を拠点とした自動運

転サービス
　国土交通省が、高齢化が進行する中山間地域において人
流・物流の確保のため、道の駅など、地域の拠点を核とす
る自動運転サービスの導入を目指し、実証実験を全国 10
カ所で実施する。
②米国の動向
a）Smart City Challenge
　USDOTは 2015 年 12 月に、都市交通のイノベーション
の促す新たなコンペティション「Smart City Challenge」
を発表した。2016 年 6 月にオハイオ州コロンバス市が実
施都市として選出された。現在は詳細設計が実施され、
2019 年から稼働予定である。
b）Connected Vehicle Pilot Deployment（CV Pilot） 
　CV Pilot は、ニューヨーク州ニューヨーク市、フロリ
ダ州タンパ市、ワイオミング州の州間高速道路 80 号線で
実施される。各地域の特性に合わせ、車両、インフラ、歩
行者間での相互通信によってより賢く安全で環境にやさし
い交通の実現を目指すため、必要な技術・アプリケーショ
ンの開発やオペレーションが確立され、実社会に導入する
ための便益の確認、技術、制度、コスト面等の課題認識と
解決方法等が検証される。
c）車車間通信車載器搭載義務付け法令案（V2V NPRM）
　2016 年 12 月 13 日、USDOTは新しい軽車両自動車の
車車間通信（V2V）の搭載を義務化し、V2Vのメッセー
ジとフォーマットを標準化する「連邦自動車安全基準 150
号」の制定を提案するV2V NPRMを発行した。V2Vの
義務付がなければ、V2Vを搭載した車両台数の普及に長
年かかると考えられている。自動車メーカー等が安全性、
モビリティ、環境を改善するアプリケーションを作成し実
装することができる情報環境の構築が期待される。

③欧州の動向
a）Horizon2020 
　Horizon2020 は、EU最大の研究プログラムであり、世
界でも最大の公的資金供給の 1つである。2014 年～ 2020
年にかけて実施され、79 億ユーロの予算のうち輸送関係
には約 6億 3000 万ユーロが割り当てられている。本プロ
ジェクトの重要事項であるTransport Research program
では、自動運転車両の都市部への短期導入をサポートし複
雑な交通状況での実証実験に焦点を当てる。
b）Drive Me（スウェーデン）
　2014 年スウェーデン政府、ヨーテボリ市、VOLVOは
自動運転の実証実験プロジェクトであるDrive Me を開始
した。2017 年後半から 100 家族を対象にレベル 4の自動
運転車両を貸与して行う実験が予定されている。
c）C-Roads Platform
　2016 年 10 月 ECは EU加盟国 8カ国（オーストリア、
ベルギー、チェコ、フランス、ドイツ、オランダ、スロベ
ニア、英国）と、コネクティッドビークル、協調 ITS、自
動運転に関する一連のプロジェクトであるC-Roads 
Platform を立ち上げた。C-Roads Platform を通じ、ECと
道路事業者が協力し、ヨーロッパ全体でC-ITS の展開活
動を行う。目標は、道路利用者に国境を越えた互換性のあ
る協調 ITS サービスの導入を目指している。

（３）まとめ
　欧米の動向として、アーバン ITS やスマートシティの
構成要素である協調 ITS、自動運転及びコネクティッドビ
ークルの通信メディアとして、DSRCだけでなく、移動体
通信を活用する動きが出てきている。スマートフォンから
も位置情報、速度、方位が得ることができ、精度の高い渋
滞情報や交通流分析が可能となってきている。現在、我が
国では既に 6割以上の世帯にスマートフォンが普及してい
るため、今後はスマートフォンから得られる情報や自動車
メーカー等が移動体通信を通じてカーナビから独自に収集
しているプローブ情報にも着目していく必要がある。一方、
ETC2.0 は ITS スポットを通過する際に車載器に蓄積した
プローブ情報をアップリンクするため、リアルタイム性で
はスマートフォンに劣るものの、通過した ITS スポット
から経度緯度を受信し、次に通信した ITS スポットへア
ップリンクするため、GNSS による正確な位置情報の取得
が難しい場所においても、通行経路を把握することができ
る。そのため、協調 ITS をよりよいものとするため、移
動体通信と路側センサから得られた情報を融合させること
も必要になると考えている。
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4 ITSの国際標準化を取り巻く最新の動向

ITS・新道路創生本部
広瀬　順一　　西部　陽右

　本年は、ISOに ITS の国際標準を策定するための組織
体であるTC204 が設置されてから 25 周年にあたる。
　当機構は、その草創期より、ETCの国際標準化を担当
するWG5の国内分科会事務局引き受け団体として、ETC
関連国際規格と日本のシステムとの整合性を確保すべく活
動してきたほか、現在では、商用貨物車運行管理を担当す
るWG7および、協調 ITS を担当するWG18 の国内分科
会事務局も引き受けている。
　本稿では、ITS の国際標準化を取り巻く最新の動向につ
いて、主に道路インフラ側との関係に着目して報告する。

（１）ITSの国際標準化に取り組む意義について
　産業分野における国際標準化のそもそもの目的は、製品
の互換性を担保し、日本も含めて、製品を購入しようとす
る顧客が、単独の提供者からの購入に束縛されることのな
い環境を提供するものである。
　ITS が、これまでの先進国中心から発展途上国へと普及
していくにしたがって、それらの国が国際調達を行なうケ
ースも増えているが、この調達に日本のサプライヤーがそ
の技術をもって応じようとする場合、技術的優位性、価格
（コストパフォーマンス）、国際的な普及度等、案件を獲得
するための障壁は種々あるが、国際規格の存在する領域に
おいては、応募する技術について国際規格となっているこ
とが必須条件として指定されることが多くなっている。
　また、国際標準化活動に参加することにより、日本のサ
プライヤーにとって不利となる恐れのある標準化規格策定
を阻止することができる可能性がある。あるいは、日本の
既存規格に準拠する内容を書き加える等の活動を行い、日
本のサプライヤーが海外に製品輸出する場合の支援が可能
となるほか、発展途上国等が国内規格・調達仕様を策定す
る際に参考となるガイドライン的な規格に日本の技術が適
切に収載されていることも、日本の技術を海外に展開する
ためには重要である。

（２）近年のTC204における標準化活動の全般的な
状況

　2009 年 10 月にEUよりCENならびにETSI に対し、欧
州における協調 ITS の展開のための首尾一貫した標準規
格やガイドライン類の策定を求めるEC Mandate M/453
が発出され、欧州内での関連する技術開発活動に対し、

ECから多額の資金援助プログラムが実施された結果、
ISO TC204 が CEN TC278 と協働して行う国際標準策定
活動は、欧州側の主導で一気に加速した。
　また、別稿で報告がある通り、EUは 2016 年 2月、都市
における交通諸問題を解決するための ITS であるUrban 
ITS に関する CID（Commission implementing decision）
M/546 を発行し、必要な標準化を進めるよう、CENに指
示した。これにより、今後は、Urban ITS を旗印に、ITS
の国際標準化活動は引き続き欧州主導で進むことが予想さ
れている。

（３）TC204の各WGにおける検討の概況～主に日
本の道路インフラの視点から

　主に道路インフラの視点から見た、ISO TC204 の各
WGにおける検討の状況と日本の道路インフラ側としての
対応は以下のとおりである。
① WG1（システム機能構成）
　WG1は、用語の共通化、データ記述方式の統一、サー
ビスやシステムのコンセプト共有のためのアーキテクチャ、
サービスの効果・リスクの判定手法など、ITS 関係者が共
有すべき情報や手法について検討している。
　現在は、協調 ITS で共通に利用されるデータコンセプ
トやアプリケーション IDなどの登録（ディレクトリ）の
ありかたについて議論が進められているが、現在の日本の
道路インフラのシステムとは直接関係のない部分であり、
議論の推移を静観している状態である。
② WG3（ITS データベース技術）
　WG3は、これまでに地理情報プロバイダ間の情報交換
フォーマットや高速に検索可能でコンパクトな物理的格納
フォーマット、ならびに位置参照方式等の標準化を議論し
てきたほか、今後は静的な地理情報だけではなく、動的な
時空間情報についても標準化に取り組むことが期待されて
いる。
　日本の道路インフラ側に関連のある主な作業項目は以下
の通りである。
・地理データファイル（GDF：Geographic Data File）
　ナビゲーションシステムで扱う地図データの元になる
地理データベースのデータ交換のための標準について検
討している。
・位置参照手法（LR：Location Referencing）
　異なったアプリケーション間やデータベース間で情報
交換を行う際の位置の参照方法について検討しており、
日本の新しい「道路区間 ID方式」のほか、いくつかの
方式が規定されている。2016 年 4 月より、協調 ITS や
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自動運転システムのための「車線レベル位置参照手法」
について検討が開始された。
・協調 ITS における地図データベース仕様の拡張
　車載のデジタル地図データベースについて、先進運転
支援システム（ADAS）やマルチモーダルナビゲーショ
ン等の新規要求に対応すべく、2009 年 5 月より日本提
案で検討が開始されたが、その後、欧州の協調システム
における LDM（Local Dynamic Map）の静的情報につ
いてもカバーするようスコープが拡大されている。

③ WG4（車両・積載貨物自動認識）
　WG4は、車両及び積載貨物を車載機器、タグなどの単
純な媒体で自動認識するシステムであるAVI/AEI システ
ムの相互運用に必要な仕様の標準化を検討してきたが、現
在のところ、道路インフラ側と直接関係のある検討項目は
ない。
④ WG5（自動料金収受）
　WG5は、道路、駐車場、フェリーなど自動車利用全般
に関わる課金・決済について検討することとなっているが、
現在のところ、道路課金システムに重点が置かれている。
　日本の道路インフラ側にとって、TC204 創設以来の最
重要WGであり、現在、日本からは、ETCとプローブ情
報を活用した道路課金システムの一般的な概念モデルと料
金収受者と道路管理者間の情報交換について記述する
「EFC支援による交通マネジメント」の規格を提案し、議
論が進められている。
⑤ WG7（商用貨物車運行管理）
　WG7は、危険物輸送管理、国際複合輸送など、物流の
ITS 化に必要な標準を開発している。
　従来は道路インフラ側とは直接の関わりは少なかったが、
オーストラリアが主導して「商用貨物車テレマティックス
アプリケーションのフレームワーク」の検討が開始された
ことで道路インフラ側との関係性が高まり、現在では
WG5と並ぶ、日本の道路インフラ側にとって重要なWG
となっている。
　日本からは、多くの国ではすでに法規遵守規制のため活
用されている車重計（軸重計）等の路側センサーや、ETC
や ETC2.0 プローブ情報等から得られる経路情報等を上記
「商用貨物車テレマティックスアプリケーションのフレー
ムワーク」に追加する提案を実施し、議論が進められてい
る。
⑥ WG8（公共交通）
　WG8は、バス、電車、路面電車および緊急車両などの
公共交通に関わる情報の標準化を担当している。
　現在のところ、道路インフラ側と直接関係のある検討項

目はないが、欧州で提唱されているアーバン ITS に関連
する一部の標準化が本WGで取り扱われる可能性もあり、
モーダルコネクト等日本で推進している施策との関係で注
視が必要とされている。
⑦ WG9（交通管理）
　WG9は、交通情報、交通制御等、交通管理に関する標
準化を担当している。
　センター間通信ならびにセンター路側間通信の標準を策
定しているため、道路情報板等の機器仕様との関係で道路
インフラ側と関連性がある。
⑧ WG10（旅行者情報）
　WG10 は、旅行者（道路利用者、交通機関利用者）への
情報提供に関する標準化を担当している。
　現在、主に日本のVICS に類似した欧州のシステムであ
るRDS-TMC（日本のFM VICS に相当）やTPEG（RDS-
TMCを拡張し、様々な情報内容及びメディアに対応した
システム）に関する標準化作業を実施し、これらは道路交
通情報提供における事実上の世界標準となりつつある。
　VICS 類似システムの検討を行っているため、日本の道
路インフラ側との関連性は本来低くないが、国内における
議論でVICS の国際標準化を断念した結果、現在は実質的
に傍観状態である。
⑨ WG14（走行制御）
　WG14 は、ドライバの運転操作と直接関わる自律系・協
調系システムにおける警報と制御に関する標準化を担当し
ているが、自動車の標準化を担当するTC22 とは、その線
引きを巡って再々議論が発生している。
　道路インフラに関連する議論としては、路側システムで
ある「交通障害警告システム（TIWS）」の規格が 2001 年
に日本から提案されたTSとして成立しているが、これを
路車間・車車間通信等を活用して高度化した「交通事象通
知システム（TINS）」について、現在日本から提案活動を
実施している。また、2017 年 4 月から検討が開始された「低
速自動運転機能（LSAD）」については、国土交通省が検
討している「中山間地域における『道の駅』等を拠点とし
た自動運転サービス」との関連性が高いと考えられる。
　協調 ITS による安全運転支援や自動運転との関係から、
今後も道路インフラ側としても検討動向には注視が必要で
ある。
⑩ WG16（通信）
　WG16 は、ITS で使用される通信に関する標準化を担当
している。廃止されたWG15 で取り扱っていたETC用
DSRCについても本WGで規格の保守が行われるほか、
プローブ情報システムに関する議論も行っている。
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　ETC2.0 で実現している、道路管理者自らがプローブ情
報を収集し活用するユースケースはこれまで存在しなかっ
たため、現在検討中の「プローブサービスアーキテクチャ」
においてこれを適切に標準化することが当面の課題であり、
日本の道路インフラ側としての積極的な対応が必要である。
⑪ WG17（ノーマディックデバイス）
　WG17 は、スマートフォンや PND（小型で持ち運び可
能なカーナビ）などの持ち運び可能なデバイスを対象とし
た ITS 標準を担当しており、現在はこれらのデバイスと
車両情報システムとの接続や屋内ナビゲーション等につい
て議論している。
　現在のところ、道路インフラ側と直接関係のある検討項
目はない。
⑫ WG18（協調 ITS）
　WG18 は、車車間および路車間の通信基盤を統合し広範
な ITS サービスを提供する協調 ITS に関する標準化を担
当している。
　路車間通信を使用したアプリケーションについては日本
の道路インフラ側システムと類似するものも多く、積極的
に検討に参加するほか、国内においても路車間・車車間が
一体となった通信基盤のありかたについて議論を進める必
要がある。

（４）今後の展望～まとめに代えて
　昨今、自動車交通の将来像に対する期待（と不安）は、
自動運転一色になったように見受けられる。
　近々に実用化される（初期の）自動運転車両は、車載セ
ンサ等を活用した自律型システムが中心になると予想され
るが、その一方で、米国で検討されている、衝突防止のた
めの車車間通信機能の搭載義務付けは、当然のことながら
自動運転車両も対象となり、そう遠くない将来は、車車
間・路車間通信を活用した協調型の自動運転車両が主流に
なることは予想に難くない。
　協調型の自動運転車両の実現には、個々の自動車メーカ
ーによる競争領域での技術開発だけでなく、国際的に調和
された協調領域における技術開発と標準化も不可欠であり、
当機構としても、これまでに培った知見と人脈を最大限に
活用し、関係機関・諸団体等とも連携して、今後も ITS
の国際標準化分野において重要な役割を果たしていけるよ
う、努力を続ける所存である。

5
ETC2.0プローブデータの拡充に関する調査
研究
～拡充方法の具体検討について～

ITS・新道路創生本部
半田　悟

　当機構発行のETC2.0 の路車間通信に関する仕様書等に
基づきETC2.0 サービスが提供されており、ETC2.0 車載
器搭載車両を対象とした通行料金割引、特殊車両通行許可、
高速道路の一時退出、車両運行管理支援などETC2.0 の用
途も広がっている。また、自動運転車両等に提供する先読
み情報を生成するために、車両が検知した情報をインフラ
が収集することも検討されている。これら様々な要求を具
現化するためには、既存のサービスやシステムへの影響を
最小化しつつ、プローブデータの拡充を図る必要がある。
ここでは、ETC2.0 プローブデータについて各種用途に対
応した具体的なデータ項目の追加や記述方法に関する研究
成果を報告する。

図１　当機構発行の ETC2.0 関連の仕様書

（１）ETC2.0プローブデータの応用用途
　プローブデータの内容の拡充により用途拡大が想定され
る各種用途について整理した（表１）。

（２）現状の活用の高度化における対応案
①速度情報の精度向上
　現状の発話型車載器はGNSS による位置特定結果から
速度を算出しており、位置特定精度の影響を受ける。カー
ナビ連携型車載器と同様に、車両の車速信号を取り込むこ
とで速度情報の精度向上が望まれる。
②挙動履歴情報における各加速度の検知精度向上
　現状の発話型車載器が記録する加速度には、GNSS 由来
の誤差が含まれるため、カーナビ連携型車載器と同様に加
速度センサなどの搭載が望まれる。また、現状の発話型車
載器の設置方法で懸念される振動等に対し、アンテナ部に
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センサを組込むとともに、アンテナ部の鉛直方向を検知す
る仕組みの実装などの対策が必要となる。
③位置特定精度情報の付加
　発話型車載器は、GNSS による位置特定結果をプローブ
データに組込むのが一般的で、位置特定時の精度情報が含
まれておらず、活用に際して確からしさが把握できない。
個々の位置に精度情報を付加する対策が望まれる。
④ ETC ゲート通過情報の追加
　現状のGNSS により特定した位置情報では、高速道路
と一般道が並行している区間でランプを通過し異なる種別
の道路へ進入した場合、速やかに判別できない場合がある。
そのために、ETCゲート通過情報をプローブデータに組
込むことを提案する。
⑤車線識別情報の追加
　車載センサ等により走行中の車線を識別する技術も進展
している。プローブデータに車線識別結果を追加すること
で、ジャンクション手前など車線毎に混雑状況が異なる状
況を的確に把握でき、自動運転車などに先読み情報として
案内することにより、余裕のある位置での車線変更など円
滑、安全な走行につながることが期待される。

（３）新たな用途への対応
①拡張内容
応用用途毎に、プローブデータの拡張内容を整理
した。

表２　応用用途毎の主な拡張内容
主な用途 主なイベント 付帯情報 発生頻度

経路再現性向上 ETC ゲート通過 特になし 1 回/20km

道路の
維持管
理への
活用

除雪など道
路維持作業
の実施状況

除雪開始／停止

特になし １回/10km凍結防止剤散布開始／
停止

落下物回収

段差などの
検知 上下加速度 特になし 閾値による

大型車の適正走行の
推進

総重量変化時 計測値

1 回/10km軸重変化時 計測値

トレーラ牽引／解放 形式

車両の
運行管
理への
活用

運行状況

出発／到着

特になし

1 回/20km

休憩開始／終了

荷積み／荷下し

アルコール測定 計測値

積載状況 満車／ 50% 積載／空車 特になし

運転特性 急加速 加速度 閾値による

路車協
調サー
ビスの
拡充

各車載器
センサ出力

ワイパー（オン／オフ）

特になし
状況による

ライト（点灯／消灯）

横滑り防止装置作動

白線検知不可

走行車線種別 車線番号

備考　発生頻度は想定によるもの。

②拡張内容
　各用途に対応するため、プローブデータのフォーマット
を検討した。基本情報の空き領域に、速度情報の由来、車
線識別情報の有無などを追加する。走行履歴情報、挙動履
歴情報に、位置特定精度、車線識別情報を追加し、走行履
歴情報に重量情報なども追加する。

時刻 位置
情報

位置特定
精度情報

道路
種別

走行
速度

車線識別情報 続く

有無フラグ 車線情報

常に組込む 有無フラグ＝
「あり」時

拡張情報 重量情報 トレーラ情報

有無
フラグ

イベン
ト番号

イベン
ト内容

総重
量 軸数

各軸の軸重 牽引
台数

トレーラ型式

第１軸 … 第ｎ軸 １台目 ２台目

有無フラグ
＝「あり」時

トレーラ連結を示す特定のイベント番号の時

図２　走行履歴情報の（新）フォーマットイメージ

　応用用途で使用する情報には、多くの車載器から収集す
るために共通仕様とすることが望ましいものと、特定の車
両を対象とするものに二分できる。そのイメージを表３に、
重量計測機能を備えた貨物自動車の走行履歴情報の生成イ

表１　プローブデータの活用が期待される主な応用用途
大項目 主な応用用途

現状の
活用の
高度化

対象：
発話型
車載器

速度情報の精度向上

挙動履歴情報における加速度の検知精度向上

位置特定精度情報の付加

高速道路と一般道の乗り換えの把握

車線識別情報の付加

新
た
な
用
途

道路の
維持管理

保守作業車における作業内容の管理

段差など路面状況の検知

路線別→車線別の道路交通状況把握

大型車の適正
走行の推進

トレーラの連結有無、トレーラ型式などの把握

重量、軸重の把握

車両運行管理 出発、到着、休憩、荷下ろしなどの運行状況把握

貨物積載状況、空席状況の把握

運転特性の把握

エコ運転対応 エコ運転評価につながる情報

路車協調の
拡充

各種車載センサの出力情報
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メージを図３に示す。
　ETC2.0 プローブデータは、走行中の所定のタイミング
やイベント発生時に車載器に履歴を記録し、路側機との通
信でアップリンクする。アップリンクできる情報量は定ま
っているため、個々のデータ量が大きくなると履歴個数、
すなわち、カバーできる距離が減少する。整理したフォー
マットに基づき、１回の路車間通信でアップリンク可能な
走行履歴の履歴数を算出し、距離を評価した。イベント発
生頻度が 1回 /5km程度であれば、概ね 100km分の走行
履歴情報がアップリンク可能となる。

（４）車載器の構成イメージ
プローブデータに組込む情報内容に関する整理結
果を踏まえ、車載器の構成について整理した。
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図 4　車載器の構成イメージ

（５）今後に向けて
　道路インフラの老朽化、高齢ドライバーの増加、自動運
転関連技術の進展など道路交通を取り巻く環境は大きく変
化し、プローブデータに対する期待も大きい。本研究では、
ETC2.0 プローブデータの新たな用途に対応した情報項目
と表現方法の整理を行い、収集可能な距離への影響を評価
した。また、拡充に対応した車載器の構成について整理し
た。これらは、当機構としての整理であり、具体化に向け
た取り組みなど今後の展開については、国土交通省、道路
会社、関連団体などと協議の上で進めていく必要がある。
当機構としては、社会の動向を注視しつつ、関係先様の協
力を得て、プローブデータの拡充を含むETC2.0 サービス
の更なる発展に向けての検討を継続していく所存である。

6 風景街道～地域の多様な主体との協働～

ITS・新道路創生本部
津田　圭介　　浜田　誠也　　米倉　千義

　日本風景街道は、道路ならびにその沿道や周辺地域を舞
台に、多様な主体による協働のもと、景観、自然、歴史、
文化等の地域資源や個性を活かした国民的な原風景を創成
する運動を促し、観光の振興や地域の活性化に寄与するこ
とを目的とした取組みであり、平成 29 年４月時点では
139 箇所もの風景街道が登録されている。

表３　イベント番号の定義イメージ
（ⅰ）共通領域

イベント番号 内容
001 ETC 通過
002 ワイパー ( オン / オフ）
003 ライト（点灯 / 消灯）
004 横滑り防止装置作動
005 白線検知不可
・ 予約

051 重量データ
052 トレーラ連結 / 解放
・ 予約

（ⅱ）汎用領域：活用する事業者ごとの内容
イベント番号 道路事業者 A 貨物運送事業者 B バス運送事業者 C

101 落下物回収 出発 出発
102 事故車対応 到着 到着
103 除雪作業 休憩 通過
104 凍結防止剤散布 乗務員交代 休憩
105 予約 荷積み 乗務員交代
106 予約 荷下ろし 空席状況
・ 予約 予約 予約
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表４　１回でアップリンク可能な走行履歴情報の距離

用途
履歴一つのデータ量 イベント

発生頻度

送信可能
な距離
(km）基準データ 差分データ

現状 95bit 36bit ― 130
拡張レベル 1

（車線情報あり） 98bit 39bit ― 120

拡張レベル 2
（車線情報、拡張
情報あり）

通常：104bit

イベント発生
時：116bit

通常：45bit

イベント発
生時：57bit

1 回/50km 104
1 回/10km 102
1 回/5km 100
1 回/1km 85

備考　高度情報なし、最初以外は全て差分で記録するものとした。
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　本調査では、登録開始から約 10 年を迎える日本風景街
道について、活動の現状把握を通じ、日本風景街道の活動
の持続的な発展、自立を促していくために今後必要と考え
られる方策について提案する。

（１）はじめに
　風景街道は、道路を舞台として多様な主体（地域住民・
NPO法人・行政・道路管理者・民間企業・学校等）が協
働して取組み、地域における「美しい国土景観の形成」「地
域の活性化」「観光振興」の推進を目的とした取組である。
風景街道を構成する要素として、地域資源、活動主体（パ
ートナーシップ）、活動内容、活動の場があり、これらを
総称して「風景街道」と言う。また、『全国に運動を拡げ
ること』、『多様性を確保すること』、『さらなる質の向上を
図ること』、『継続的な運動とすること』の４つを方針に掲
げて取り組んでいる。
　風景街道は、平成 19 年度の制度創設以来、約 10 年が経
過し、登録数の増加もさることながら、その取組も成熟し
つつあり、転換期にあると考えられる。また、我が国にお
いて、地方創生、観光立国の推進などの地域を主体とする
施策が推進される中、日本風景街道の取組はその一助とし
て活躍することも期待できる。
　一方で、高齢化や資金不足・人手不足等により、一部の
日本風景街道においては十分な活動の実施が困難となって
いる団体も存在する。
　本調査では、現在の日本風景街道における現状と課題を
整理し、今後更なる発展を目指すための取組等について提
案する。

（２）風景街道の現状と課題
①風景街道の登録ルート
　風景街道の登録ルートは、制度創設時から年々増加して
おり、平成 29 年４月時点で 139 ルートが登録されている。
②風景街道の課題等について
　風景街道の現状や課題を把握することを目的として、全
国のパートナーシップに対して、アンケート調査を実施し
ている。その回答結果から現状の風景街道が抱える課題等
について分析した。
a）活動・体制等の変化に関する兆候
1）活動の成熟度
　パートナーシップが自らの成熟度について評価した結果
を見ると、経年的にみると自力で考え実行できる段階であ
る「自立段階」は年々増加傾向（H26:13 ルート→H28:22
ルート）と活動の成熟化がみられる。

　一方で、活動の方向性が不明確となっている「停滞」が
23 ルートと約２割存在する。（停滞はH28 年度から設定）
2）今後の活動方針
　今後の活動方針を組織の成熟度別に整理した。「現在の
活動を継続的に行っていく」が停滞以外では大半を占める
ものの、「停滞」となっているルートにおいては、その約
７割が「活動頻度を軽減していく」と回答しており、風景
街道としての活動を継続的に実施することが困難なルート
も存在している。
3）組織を構成する年齢層
　パートナーシップを構成し、中心的な役割を担う年齢層
は 60 歳代が最も多い。また、70 歳代も見られることから、
全体的な傾向として組織の高齢化が進んでいる。
b）資金調達や人員確保に対する課題と傾向
　風景街道の取組において過年度の調査等から、「活動の
体制確保」および「資金調達」が主な課題として取り上げ
られてきた。今回実施した調査から、成熟度別にどのよう
な現状にあるか整理した。特に、「自立段階」と「停滞」
と回答したルートに着眼し整理した。
　「活動の体制確保」では、停滞と回答したルートは、活
動人数が比較的少なく、特に主体的に活動している人数が
10 人以下であるルートが他と比較して顕著に多い。自立
段階を含む停滞以外のルートでは 100 人以上の人数を保有
しているルートが約３割存在する。
　「資金調達」では、停滞と回答したルートは、資金も特
に集めていないもしくは、パートナーシップ内での集金が
主であるのに比べ、「自立段階」と回答したルートは多様
な手段で活動資金を調達している傾向があり、資金調達に
ノウハウを持つと考えられる。
c）他の団体・取組等との連携
　風景街道の活動を行う際の他の団体等との連携状況につ
いて調査した。他の取組との連携は、「観光協会」「他の風
景街道」「道の駅」との連携が多い傾向にある。また、他
との連携によって得られたメリットは、「知見の共有」が
最多で、「広域的な広報」や「活動の活性化」にも寄与し
ている。
d）現状・課題まとめ
　上記 a）～ c）で示したパートナーシップへの調査の整理
分析結果から、風景街道を取り巻く現状・課題を整理した。

（３）風景街道の今後の取組に関する提案
　「（２）風景街道の現状と課題」から、現状の風景街道は、
活発な活動を継続的に行うことができるパートナーシップ
と、資金や体制の不足等により十分な活動が実施できてい
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ない、活動の方向性が不明確となっているパートナーシッ
プが存在している。
　また、現状において風景街道独自の補助制度が確立され
ていないことから、国土交通省を中心とした省庁の既存の
補助制度等を活用する他、独自で運用資金を調達する仕組
みを構築しながら、地域自身、パートナーシップ自身が工
夫して活動を推進していくことが必要となると考えられる。
　多様性のある組織の特徴や、風景街道と親和性の高い施
策を見極めながら、支援方策を検討する必要がある。ここ
では、調査結果等から得た知見から、今後の風景街道を支
援する取組について提案する。
①コツコツとできるところから取り組むための支援
　パートナーシップでの活動実態はそれぞれであり、風景
街道のボトムアップの観点から、身の丈にあった支援をす
ることが有効であると考えられる。
②他の取組（道の駅等）や民間企業等との連携の強

化
　他の取組や活動と連携することで、活動の活性化が見込
める可能性が調査結果により明らかになった。今後、活動
をスパイラルアップする観点から、多様な団体や民間企業
との連携を支援することが有効であると考えられる。
③道路協力団体制度やエリアマネジメント等との連

携可能性の模索
　平成 28 年３月に道路法が改正され、道路における身近
な課題の解消や道路利用者のニーズへのきめ細やかな対応
などの業務に自発的に取り組む民間団体等を支援する「道
路協力団体制度」が創設された。平成 28 年度中に、道路
協力団体として登録が開始され、各地で取組みが行われて
いるところである。
　また、「日本版BIDを含むエリアマネジメントの推進方
策検討会の中間とりまとめ（まち・ひと・しごと創生本部）」
が平成 28 年６月に閣議決定され、エリアマネジメントに
よるまちづくりが施策として推進されている。風景街道は
地域の多様な主体により構成され、道路を舞台とした地域
づくりの枠組みが確立されている取組である。
　都市型、地方型、パートナーシップの特性・構成団体等
の特徴を見極めながら、道路協力団体制度やエリアマネジ
メント組織としての可能性を模索し、有機的な連携もしく
はパートナーシップ自体が取組を推進していくことで、風
景街道の取組を盛り上げるとともに、地域の活力を底上げ
することにも寄与すると考えられる。

（４）今後の展望
　風景街道は、制度創設より約 10 年が経過した。地域住

民のほか、NPOや企業などの多様な活動主体により、道
を舞台に、地域資源を活かした「美しい景観の形成」や「地
域の魅力向上」「観光振興」を目指す活動が進められている。
風景街道は道路の視点からの地域づくりを行っており、災
害復興の一助になった取組も見られる。
　地方創生が謳われる中、風景街道をより活性化し、次の
ステージに向かうためには、様々な施策・取組と連携し、
活動の継続性を確保するために必要な資金・ノウハウ・体
制等について、「共に考える」「共に悩む」「寄り添う」こ
とが重要であると考える。

7
モーダルコネクトの強化
～バスを中心とした交通モード間連携の在り
方～

ITS・新道路創生本部
米倉　千義　　浜田　誠也　　津田　圭介

　我が国のバスの利用環境は、国内の鉄道や航空あるいは
諸外国と比較し、ユーザー目線から程遠く、あまりにも貧
弱な現状である。本調査研究では、バス交通の現状および
課題を踏まえ、今後の国内の地域活性化、生産性向上、災
害時の対応を強化する観点から、バスを中心とした交通モ
ード間の連携の在り方について検討を行った。

（１）はじめに
　人口減少、少子・高齢化、国・地方双方の厳しい財政制
約等、社会経済情勢が大きく変化していく中、国民の日常
生活や経済活動を支え、地域の活性化を果たしていくため
には、その重要な基盤である道路ネットワークと多様な交
通モードが、より一層の連携を高め、有機的な結合を図り、
利用者が多様な交通を利用・選択しやすい環境を維持・向
上していく必要がある。陸上移動を担う交通モードは、鉄
道、バス、自動車類、徒歩等、様々なモードが存在してお
り、利用者は各交通モードを、その特徴に合わせて選択し、
複数の交通モードを組み合わせて移動している。
　これらの交通モードのうち、バスは地域内の通勤・通学、
買い物、通院等の足として利用される他、地域間の広域的
な移動にも使われ、人の流れを支える身近な公共交通であ
る。しかしながら、我が国のバスの利用環境は、鉄道や航
空あるいは諸外国の公共交通利用環境と比較しても、ユー
ザー目線から程遠く、あまりにも貧弱な現状である。
　今後、ストック効果を高める利用者重視の道路施策を進
めていく上で、地域における高速道路、鉄道・新幹線等の
ネットワークの状況を踏まえながら、バスを含めた公共交
通の利便性を向上する取組を道路施策としても加速してい
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く必要がある。

（２）バス交通の現状と課題
①高速バスの現状と課題
　高速道路は、現在までに約 1万キロが開通しており、高
速道路の進展とともに、高速バス利用者も増加し、平成
25 年時点で年間約 1億人に達している。
　現在、北陸新幹線等の新規新幹線区間の開通や、東京と
名古屋間のリニア新幹線等の高速鉄道の整備により、鉄道
アクセスのポテンシャルが高まる地域がある。一方、平成
19 年以降、約 186kmの地域鉄道が廃止されており、地方
部の生活や経済活動を支える広域的かつ基幹的な公共交通
ネットワークが失われていく地域も存在する。
　このような中、高速バスが鉄道と連携、補完する関係を
強化することによって、地域に即した広域的かつ基幹的な
公共交通ネットワークを体系的に構築することが必要であ
る。
　また、東日本大震災において、高速バスは、東北各地で
寸断された鉄道および東北新幹線の代替輸送機関として、
各運休区間の代替輸送を行うとともに、震災後 2ヶ月間で
東北地方から首都圏間において約 30 万人を輸送する等、
人流の確保に関する重要な役割を果たした。
　災害時における鉄道等の重要な代替輸送機関としての機
能を高速バスが更に確実に担っていくためにも、高速バス
や自治体等の地域関係者が連携を強化していくことが求め
られる。
②路線バスの現状と課題
　地域の乗合バスは、平成 19 年以降、１万キロ以上が廃
止され、バス会社の約７割の経常収支が赤字という危機的
な状況となっている。一方、我が国の高齢化率は 2060 年
には約 4割（2016 年：約 27%）に達する見込みであり、
今後、身体的能力の低下による事故の危険性の増加等の理
由から、車を手放さざるを得ない高齢者の最後の足である
バス交通の維持が、地方部を中心に深刻な課題となってい
る。
　このようなことから、都市部における円滑な交通の確保、
地方部における生活交通維持等に向けて、バスを中心とす
る公共交通ネットワークの強化と利用促進の取組を強化す
べきである。
　また、更なる高齢化社会を迎えるにあたり、高齢者の移
動・活動を支えていくためには、近距離のバス交通の維持
とともに、更に高齢者にとって利用しやすい環境を整備す
ることが重要である。
　しかしながら、地方のバス会社の厳しい経営状況では、

これまでのように、バス会社による民設民営による手法に
依存して、上屋等のバス利用環境を改善していくことは不
可能であるため、道路事業としての整備も含め、官民連携
による取組を強化していく必要がある。

（３）モーダルコネクト強化に関する施策
　これらのバスを中心とした交通モード間の連携を強化す
るため、バス利用環境に関する基盤情報の構築や情報の活
用を高度化する ITS を軸として、PPP手法をフル活用し
ながら、バス利用拠点の利便性を向上する施策を展開する
必要がある。
① ITS 技術を活用した施策
a）バス情報基盤の強化
課題１：バスロケーションシステム導入状況
　バスタ新宿を発着するバス会社の約９割がバスロケーシ
ョンシステムを導入しておらず、従来通りの電話連絡等に
よる非効率な運行管理を行っている。
施策１：バス運行支援システムの実現
　ETC2.0 を共通プラットフォームとする、運行支援シス
テムを実現し、運行管理の効率化や利用者への情報提供を
充実する。
課題２：バス停の位置データの現状
　バス停位置等のバス関連データは、バス事業者や自治体
で個別に管理されており、その多くのデータは統一した形
式では整備されていない。
　更に、国土数値情報では、一元化された電子情報として
全国のバス停やバスルートのデータを集約し掲載している
が、バス停の改廃が進む中で、バス停は平成 22 年、バス
ルートは平成 23 年時点のデータを使用する等、継続的な
更新ができていない。
施策２：バス停電子基盤地図の構築
　自動運転への支援や道路管理の高度化のため、センシン
グ技術を活用した、道路基盤地図情報の収集を行い、この
中で、バス停位置データも収集し、GIS と連携しながらバ
ス停電子基盤地図を整備し、民間における多様な活用を支
援することが必要である。
b）スマートトランジットシステムの構築
課題３：各種交通モードの情報一元化の現状
　現在、バス、鉄道、航空等の運行情報は、各運行会社が
個別に情報を提供している。そのため、多数の交通モード
の運休や遅延等の運行状況を利用者が一元的に把握するこ
とが困難な状況となっている。一方で、公共交通に関する
オープンデータ化は進んでいない。
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施策3：プラットフォームとセンターの構築
　多様な交通モードの運行情報の一元化を図るため、地域
交通のビッグデータのプラットフォームや、産学官が連携
して地域の交通課題に対処等をしていくための核となる
「地域交通データセンター」（仮称）を構築することが必要
である。
施策4：交通状況に応じた効率的なモード間の連携
　公共交通利用者の効率的な利用を促すため、各交通モー
ドの事業者間の連携を図り、遅延等の運行情報や乗継情報
等の利用者への情報提供の充実を行うとともに、これらの
情報を活用し、高速バスから鉄道や、高速バス間の乗継ぎ
等の交通状況に応じた効率的なモード間の乗継ぎ利用を促
進するべきである。
②モーダルコネクト強化の施策
a）集約交通ターミナルの戦略的な整備（バス⇔鉄道・

新幹線、タクシー等のモード間連携）
課題１：鉄道駅周辺におけるバス停の点在
　鉄道の主要ターミナル駅は、全ての都市間高速バスが発
着している重要な拠点である。しかしながら、首都圏の主
要ターミナル駅周辺ではバス停が、平均で約９箇所に点在
する等、事業者毎にバラバラに設置されており、劣悪な乗
継ぎ環境となっている。
施策１：集約交通ターミナルの戦略的整備
　バスタ新宿を教訓として、集約による周辺道路交通への
影響等に十分留意しながら、鉄道駅とも直結する集約型の
公共交通ターミナルを戦略的に整備する。整備は、道路本
線外への設置を基本とし、官民連携事業により、民間収益
等も最大限活用しながら効率的な整備・運営を推進する。
b）SA・PA 活用したバス乗換え拠点の整備（高速バ

ス⇔高速バスのモード間連携）
課題２：地域別の高速バス運行状況
　高速バスの運行は、地域別にみると、県外への運行が
10 系統以下である地域が約 4割も占める等、高速バスの
利用が限定されている地域が多く存在している。
　一方で、高速バス路線は、大都市間をつなぐ東名高速道
路・名神高速道路等の縦貫路線に集中し、地方部へ向かう
横断道等は十分に活用されていない。
施策２：SA・PAでの高速バス乗継
　高速バスの潜在的な利用ニーズを多様なデータで事前に
見極めながら、高速道路の JCT周辺の SA・PAを活用し、
高速道路上で高速バス間の乗継ぎを可能とする拠点整備が
必要である。整備では、SA・PAの商業施設等との連携、
運行情報の高度化、乗継保証など、バス会社と高速道路会
社等が連携して、利便性の高い乗継環境の創出が重要であ

る。
c）地域バス停のリノベーションの推進（バス⇔バス・

乗用車・自転車・徒歩等スのモード間連携）
課題３：高速バスストップの利用状況
　全国では約 800 箇所の高速バス停が整備されているが、
約 45％が未利用であり、パークアンドライド駐車場も利
用されている高速バス停の約 5割にしか設置されていない。
また、高速バス停と一般道やパークアンドライド駐車場等
を結ぶ連絡通路の約 7割は階段のみとなっており、アクセ
ス性が確保されていない。
施策３：高速バスストップの有効活用
　観光振興や通勤通学など、新たに地域の利活用計画を踏
まえた高速バスストップを有効活用する取組を推進する必
要がある。
課題４：道の駅のバス利用環境の現状
　道の駅は全国に 1,000 箇所以上が整備されているが、約
7割の道の駅において高速バス・路線バス・コミュニティ
バス等のバス停は設置されていない。
　また、バス停のある道の駅においても、道の駅内の施設
配置は乗用車中心の空間設計となっているため、バス停は
敷地内の片隅に設置されている等、バス利用者の施設利用
や施設内でのバス待ちを行うことを考慮した配置となって
いない場合が多い。
施策４：道の駅の有効活用
　各道の駅の特徴にあわせた、高速・路線バス、デマンド
バスの乗継ぎの導入や、道の駅が公共空間であることを踏
まえたバス利用優先の空間再編等の取組を推進する必要が
ある。
課題５：道の駅のバス利用環境の現状
　全国における地域のバス停を見ると、直轄国道沿いであ
っても約７割以上が上屋等、何も設置されておらず、児童
や高齢者等の交通弱者の利用が多い学校や病院の周辺でも
同様の状況となっている。また、その他の道路を含む地域
全体としても、上屋等のバス待ち環境の整備がほとんど進
んでいない。
施策５：人とバスが待ち合う「駅」としての空間への進化
　地域やバス事業者の要望を踏まえ、地域公共交通会議等
と連携しながら、多様な官民連携手法を活用して上屋等の
設置による空間整備を推進する。特に学校・病院等の交通
弱者が多く利用する箇所で、高齢者等の利便性に配慮しな
がら重点的に実施する必要がある。

（４）おわりに
　本研究では、バスを中心とした交通モード間の連携の在
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り方について検討を行った。今後、これらの施策について、
社会実験等により実フィールドにおいて実地検証を行うと
ともに、早期の本格導入・運用に向けて検討を行う必要が
ある。

8 官民連携による立体道路制度を活用した事業
展開

ITS・新道路創生本部
浜田　誠也

　厳しい財政状況の中で真に必要な社会資本の新規投資及
び維持管理を着実に行っていくため、民間資金の活用を拡
大し、官民連携によるインフラ整備や維持管理への民間資
金・ノウハウの活用の検討が進められている。特に都心部
では、社会インフラの更新に係る財源不足などの課題が多
い。
　そこで本調査研究は、都市再生に関する道路上空活用の
ニーズを踏まえ、立体道路制度を活用した道路上空空間の
活用にあたっての課題を整理し、官民連携時の留意点及び
方向性を検討した。

（１）都市再生に関する道路上空活用のニーズ
　高速道路開通からの経過年数をみると、30 年以上を経
過する道路延長の割合はNEXCO、首都高速、阪神高速と
もに約 4～ 5割となっており、老朽化対策を必要とする区
間は多い。
　また近年、訪日外国人数の急増に伴い、ホテル等の宿泊
客室稼働率が増加しており、今後都心部を中心にホテル等
の不足が懸念されることや東京都内のオフィスビルの空室
率は低下しているなど都心部における再開発需要は高まっ
ている。
　一般に大規模再開発の際には、用地の確保に時間が掛か
るとされており、民間にとって道路用地を活用した再開発
には一定のニーズがあると考えられる。また社会インフラ
整備については、財政上の課題から整備が進んでいないた
め、道路・都市・民間の観点から、今後は道路用地を活用
した官民連携による整備・維持管理をより強化するべきで
はないかと考えられる。

（２）立体道路制度について
①立体道路制度の概要
　立体道路制度は幹線道路等の整備促進と土地の高度利用
に関する取り組みの一つで、道路の区域を立体的に定め、
それ以外の空間利用を可能にすることで、道路と建築物等

との一体的整備を実現する制度である。道路法、都市計画
法、建築基準法について、規制を緩和することで、道路上
空の利用を実現する。
　立体道路制度は平成元年に創設されて以降、道路上空活
用ニーズの多様化にあわせて主に表１のような改正が行わ
れており、特に平成 26 年にはこれまで新設・改築時に限
定されていた立体道路制度について、既存道路においても
適用できることとなり、平成 28 年には道路に区分地上権
の設定が可能となり制度の適用範囲が拡大してきている。

表１　立体道路制度の改正等

法改正等 概　要

H1
・  道路法、都市計画法、

都市再開発法、建築基
準法を改正

・ 新設または改築する自動車専
用道路及び特定高架道路に適
用

H1

・ 道路法等の一部を改正
する法律等の施行につ
いて（都市局長・道路
局長・住宅局長通達）

・ 都市モノレール、路外駐輪場
等で一般的な道の機能を有し
ないものについては、建築基
準法の「道路」として取り扱
われない

H17

・ 立体道路制度の運用に
ついて（都市計画課長、
路政課長、市街地建築
課長通知）

・ 適用範囲をペデストリアン
デッキや自由通路、スカイ
ウォークのような歩行者専用
道路、自転車専用道等の「自
動車の沿道への出入りができ
ない構造」のものに拡大

H21

・ 自由通路の整備及び管
理に関する要綱（国土
交通省都市・地方整備
局街路交通施設課）

・ 自由通路整備への立体道路制
度の適用を促進

H23
・ 都市再生特別措置法の

改正
・ 特定都市再生緊急整備地域内

の道路への適用範囲の拡大

H26 ・ 道路法の改正 ・ 既存道路への適用範囲の拡大

H28

・ 道路法、都市再生特別
措置法等の改正

・ 立体道路制度を活用し交通確
保施設を整備する場合、行政
財産である道路に区分地上権
の設定が可能（道路法）

・ 都市再生緊急整備地域内の道
路への適用範囲の拡大（都市
再生特別措置法）

②建物の構造
　道路と建物とが空間を立体的に活用する場合、その構造
形態は以下の 2種類があり、構造形態によって、土地なら
びに建物の所有権の考え方が異なる（表２）。
　分離構造： 建物の取り壊しが道路の存続に影響を与えな

い構造
　一体構造： 建物が道路を支えており、建物の取り壊しが、

即、道路の存続に影響を与えるような構造
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（３）立体道路制度を活用した道路上空空間活用の
課題

　道路新設時、既存道路を活用した場合のそれぞれの制度
面での課題は以下のように整理できる。
・ 分離構造の場合について管理瑕疵を明確に規定したもの
がない。

・ 非常時・災害時における対応について明確に規定された
ものがない。

・�既存道路の上空を活用する場合には、建物を建設する敷
地として容積率を地区計画で定めることとなるが、都市
計画の観点から乱開発抑止のため、通常の建築敷地と同
様の容積率が発生するか明確になっていない。

　なお、既存道路については交通確保施設を所有し整備又
は維持管理を適切に行う場合に地上権を設定できるとされ
ている。

（４）立体道路制度活用時の課題および方向性
　道路上空を活用し官民連携により事業を進める上で、留
意すべき点として「役割分担」「インセンティブ」「収益還
元スキーム」の 3点が考えられ、それぞれについて課題お
よび方向性の論点を整理した。

イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ

既存道路上空を活用する際の

権利・役割分担等について

明確になっていない

道路上空を活用した民間の

事業参加意欲を向上させるた

めの取り組みが必要

民間ニーズの向上のため容積率の割

増制度等、インセンティブを高める

ための取り組みを確認

立体道路制度活用時に制度上、規定

されている事項、協定等事例ごとに

定めている事項等の項目の確認

方向性官民連携上の留意点

役
割
分
担

道路上空という性質上、民間

収益を公共に還元するための

整理が必要

民間収益の道路等への公共施設への

還元方法を確認

収
益
還
元

ス
キ
ー
ム

①官民の役割分担に関する論点
項目 論点

1 人工地盤の整備

分離構造の場合、道路と建物の中
間的位置づけになる人工地盤の整
備に関して、誰が費用を負担すべ
きか

2 道路側の権利所有形態
底地の所有権を民間側に受け渡し
てしまって問題ないか、道路側が
所有しておく必要はないか

3 管理瑕疵による賠償
道路の安全性を担保するため、管
理瑕疵責任に加え、更なる責任を
建物側に負わせる必要はないか

4
土地・建物の所有者が変
更になった場合の道路上
空利用条件の継続性

建物所有者の変更に関わらず、道
路上空利用の条件や負うべき責任
を継続させる必要があるのではな
いか

5
建物側の利用上の制約

（行為の制限）

直接的に道路へ影響を与えること
が考えにくい分離構造の場合で
あっても、道路と建物の間で行為
を制限するような取り決めが必要
ではないか

6 道路の安全性の担保

既存道路上空に立体道路制度を適
用する際に、当該道路の通行等に
関する安全上の懸念事項や最低限
満たすべき条件等を明確化する必
要はないか

7 非常時、災害時等の対応

非常時・災害時に迅速に対応でき
るよう、道路・建物間（官民間）
で事前に連絡体制や対応内容につ
いて確認する必要はないか

構造および 

整備イメージ 

分離構造 一体構造 
  

不動産種別 土地 建物 土地 建物 

道路事業者 

の権利 
区分地上権 なし 所有権（共有） 

道路一体建物協定 

に基づく権利 

建物事業者 

の権利 
所有権 所有権 所有権（共有） 所有権 

 

：道路  ：建物 
民地 

重複利用区域 

民地 
重複利用区域 

民地 

重複利用区域 

民地 

重複利用区域 

表２　構造の差異による所有権の考え方
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②民間へのインセンティブに関する論点

項目 インセンティブとなる内容

容積率の緩和

・都心部にまとまった開発用地を確保
・道路上空の容積の移転・活用
・ 既存民地上に道路区域を設定することで公共

貢献による容積率の緩和

事業期間の短縮 ・再開発に用地買収を必要としない

税制措置 ・メザニン支援等による安定金利の確保

CSR 広報
・ エリアマネジメント等を含む公共貢献による

社会的信頼性の向上

③収益還元スキームに関する論点
　法令上、国道上空に地上権を設定した場合、設定対価は
道路の維持管理費に直接用いられるのではなく、国庫に帰
属することとなる。
　アメリカでは、道路資産を貸付または売却した際の受領
資金については、交通事業に充てることと規定（連邦規制
基準（CFR））されているほか、BIDと呼ばれる対象地区
の地権者等が税金として資金を提供し、その資金を活用し
地域の環境改善を行う制度が存在する（図１）。

（５）官民連携事業手法の検討
　事業採算性の検討など、専門性・市場性が高く、行政単
独で把握・事業化検討が難しい場合等においては、民間の

知見を取り入れるため事業検討段階から事業協力者などと
して官民連携による検討を行っている事例がみられる。そ
のため今後道路上空活用にあたっても事業協力者の役割を
踏まえ制度活用について検討を行うことが有益と考える。
　また官民連携により、道路上空を活用し道路区域内に自
動車駐車場などを設置する際には、道路一体建物の建物部
分との管理が重なる部分もあり、官民で道路一体建物協定、
自動車駐車場等の施設を道路区域内に設定する場合には施
設の維持管理協定等を検討することが望ましい。

（６）今後の課題
　本研究では、特に「役割分担」「インセンティブ」「収益
還元スキーム」に着目して、官民連携上の留意点を整理し、
検討の方向性を示した。品川駅西口駅前広場など、道路上
空活用について議論が進められている中、今後、更なる展
開を図るには、関係者間で協力を図り、以下の点について
検討の深度化を図る必要があると考える。
　○災害時等を含む管理・運営上のリスク管理の深度化
　○視認性や視距等の交通運用上の課題の確認
　○市街地環境悪化等のまちづくりにおける課題の確認
　○民間事業者の懸念点の解消による参加意欲の増加
　○国有財産法の取扱い等も含めた制度の見直し

道路管理者

民間

国庫

地上権対価
地上権設定

※国有財産法に基づく

○日本）国道上空に地上権を設定する際のスキーム

ＢＩＤ税（税金）

自治体

地区の

地権者等

寄付金

○ＢＩＤのスキーム（ニューヨーク市の例）

ＢＩＤ団体

ＢＩＤ税分の公布金

スポンサー

企業等

道路の維持管理、

清掃、監視員の雇用等

道路管理者

民間

売却・貸付

※連邦規制基準（ＣＦＲ）

○アメリカ）道路の貸付・売却を行う際のスキーム

売却等対価

図１　収益還元スキーム例
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